
様式第１号（第 10条関係） 

                                                                   

令和〇年〇月〇日  

（あて先） 島根県知事 

                 申請者  住  所 松江市〇〇町〇〇番地 

                                            団 体 名 〇〇町内会 

                                            代表者名 会長 〇〇 〇〇   印 

 

再生可能エネルギーによる地域活性化支援事業補助金交付申請書 

 

 このことについて、下記のとおり標記事業を実施したいので、再生可能エネルギーによ

る地域活性化支援事業（地域活性化枠）補助金交付要綱第 10条第１項の規定に基づき申請

します。 

記 

１ 補助事業名      再生可能エネルギーによる地域活性化支援事業（地域活性化枠） 

２ 補助事業の内容    太陽光発電の設置 

３ 補助事業に要する費用      金 〇,〇〇〇,〇〇〇円 

４ 補助を受けようとする額     金 〇,〇〇〇,〇〇〇円 

５ 補助事業の着手及び完了予定日  着手予定〇年〇月〇日 

                  完了予定〇年〇月〇日 

６ 事業計画 別添のとおり 

７ 添付書類 

 （１）定款又はこれに類する規約等 

 （２）事業実施予定箇所の位置図 

 （３）事業実施予定箇所の現況写真（事業実施箇所が確認できるように、２方向から撮 

影したもの） 

 （４）対象設備の仕様書 

（５）設備や架台の耐久性等を確認できる書類の写し（構造計算書等） 

 （６）事業に要する費用の内訳が記載された見積書の写し 

 （７）国等の補助制度を併用する場合にあっては、その申請書の写し 

 （８）太陽電池モジュール等を建築物に設置する場合にあっては、当該建築物の所有者

が確認できる書類の写し（当該建築物に係る登記事項証明書、当該建築物の固定

資産税にかかる公課証明書等）、当該土地の所有者が確認できる書類の写し（当該

土地に係る登記事項証明書等）及び公図の写し 

 （９）太陽電池モジュール等を土地に設置する場合にあっては、当該土地の所有者が確

認できる書類の写し（当該土地に係る登記事項証明書等）及び公図の写し 

 （10）土地又は建築物の所有者等の承諾書の写し（再生可能エネルギー発電設備の設 

置、電力会社との電気受給契約及び補助事業に係る証拠書類等の提供について承

諾する旨を記載したもの） 

 （11）土地又は建築物の管理者又は占有者が所有者と異なる場合にあっては、当該土地

又は建築物を管理又は占有する権限を有することを証する書類の写し 

 （12）自治会等の過去３年分の決算書及び事業活動報告書等 

 （13）その他知事が必要と認めるもの 

 

記入例 

・着手：契約締結 

・完了：引渡し、支払い又は電力受給開始日のうち

最も遅いものの完了日 



再生可能エネルギーによる地域活性化支援事業計画 

 

１ 事業の概要 

事業の名称 〇〇太陽光発電事業 

事業主体 〇〇町内会 

事業の目的及び内容  

 

 

 

事業を実施する施設

又は土地 

施設名称 

又は地目 

 

所在地 松江市〇〇町〇〇番地 

事業を実施する施設

又は土地の 

所有者、管理者又は占

有者（当該施設の管理

等に関する権限を有

する者） 

 

 

 

区分    所有者 ・ 管理者 ・ 占有者 

※いずれかに○を付ける 

氏名又は

名称 

〇〇町内会 

代表者名 会長 〇〇 〇〇 

住所 松江市〇〇町〇〇番地 

設置する再生可能エ

ネルギー発電設備 

 

 

 

エネルギ

ー種別 

太陽光・風力・小水力・バイオマス・その他（  ） 

※いずれかに○を付ける 

事業区分 売電事業（全量売電） ・ 自家消費事業（余剰売電） 

※いずれかに○を付ける 

発電出力            〇〇ｋＷ 

 

事 業 費          〇,〇〇〇千円 

着工予定 令和元年 6月 1日 

 

竣工予定  令和２年 2月 28日 

 

注１：「事業の目的及び内容」欄には、再生可能エネルギー発電施設の設置目的と売電収入等の活用方法、事業主体の設

立目的との関係等について概要を記載すること。詳細は「４再生可能エネルギーを活用した地域活性化事業」に記

載すること。 

注２：「発電出力」欄には、太陽電池モジュール等の公称最大出力の合計値（小数点２桁未満は切り捨て）を記入するこ

と。 

 

建物に設置する場合は、建物名 

土地に設置する場合は、地目 

設置する再エネ設備の公称最大

出力の合計値 

当該補助事業の目的及び内容を記載する。 

事業完了予定日ではなく、 

竣工予定日を記載する。 



 

 

 

 

２ 団体に関する事項 

団体名 〇〇町内会 代表者名 会長 〇〇 〇〇 

団体の所在地 〒690-〇〇〇〇 

松江市〇〇町〇〇番地 

電話番号 0852-〇〇-〇〇〇

〇 

団体が営む主な事業 例：自治会の運営 地域活性化に寄与する各種事業 

 

 

組織 （役職員） 

会長  〇名 

副会長 〇名 

会計  〇名 

（団体構成員）〇〇世帯、〇〇人 

沿革  

 

 

目的  

 

 

 

 

 

 

 

 

過去の 

活動状況 

 

 

令和 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 年度 

 

 

 

 

 

 

団体設立から現在までの沿革を記載する。 

団体が通常、行っている事業の目的を記載する。

（当該補助事業の目的ではない。） 

年度毎

の主な

事業を

記載す

る。 



３ 対象事業の収支予算 

収入 科目 金額 内訳 

県補助金 

 

借入金 

 

自己資金 

 

その他（寄附金等） 

 

           円 

 

      円 

 

           円 

 

      円 

 

 

 

 

 

寄付者数                            者 

 

出資者数                            者 

 

    計            円                                      

支出 本工事費 

（機器装置等の取付工事） 

 

付帯工事費 

（配管、配電、防水等の工

事に必要な経費） 

 

機械装置等購入費 

（太陽電池モジュール等、

架台、接続箱、直流側開閉

器、インバータ･保護装置

、発生電力計、余剰電力販

売用電力量計、配線・配線

器具、電力等表示モニタ等

） 

 

 

 

 

 

 

 

 

           円 

 

 

           円 

 

 

 

           円 

㈱〇〇〇〇分   円 

〇〇〇㈱分    円 

 

㈲〇〇〇〇分   円 

 

 

 

㈱〇〇〇〇分   円 

     計            円  

注１：支出の内訳がわかる参考見積り、積算書類等を添付すること。 

注２：収入及び支出の合計は一致していること。 

見積金額を「本工事費」、「付帯工事費」、「機械

装置等購入費」に配分し、記載する。 



４ 再生可能エネルギーを活用した地域活性化事業 

(1)地域活性化事業の詳

細（売電収入、供給電力

の活用方法） 

 

(2)売電（自家消費）事

業運営計画 

 

 

 

※別表１、２を添付 

 

(3)その他  

 

交付要綱の事業例を参照 

（事業例に無いものでも可） 


